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（案） ２０２１．７．１４ 

令和３年(2021年) 月  日 

 

 

甲賀市長 岩永 裕貴 様   

 

甲賀市行政改革推進委員会    

委員長 新川 達郎    

 

 

第４次行政改革大綱の策定について（答申） 

  

 

 令和３年３月１日付（甲財政第１６２号）で諮問のありました標記の件につきまして、

下記のとおり答申します。 

 

記 

 

・ 第４次甲賀市行政改革大綱につきまして、当委員会において慎重に審議した結果、その

内容は本市の行政経営を推進するにあたり、概ね時宜を得た適切なものであると認めま

す。              

・ 議会、パブリック・コメント、当委員会から出た意見や提言を踏まえ、より良いものに

修正されますようお願いします。 

・ 本大綱に掲げた取組を確実に実行し、「徹底的な行政改革による持続可能な自治体経営」

の推進を期待いたします。 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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甲賀市行政改革推進委員会 提言 （案） （２０２１．７．１４） ※赤字箇所修正 

 

以下のとおり、これまでの取組概要の評価と今後の行政経営の課題への提言により、「第４次行

政改革大綱の策定について」の答申といたします。 

 

１．課題と推進事項 これまでの取組概要の評価と今後の行政経営の課題 

（１）これまでの主な取組の評価  

１ 市民参加と協働の推進 

・市民団体等の提案による協働事業を実施しました。 

・小規模多機能自治の推進に向け研修やフォーラムを開催しました。 

２ 民間活力の導入 

・宿日直業務の一部、市民課での窓口業務、人事課での人事管理や給与支給事務、庶務に関

する業務など、画一的な業務のアウトソーシングを実施しました。 

・大学との包括支援協定により、知的資源を活かした学びの場や研究のフィールドを設ける

ことで、市民、事業者と大学との連携を促進しました。 

３ 組織的なリスクマネジメント 

積極的な防災出前講座や支援により、自主防災組織の設置率が向上し、防災士登録者数も

増加しました。 

４ 人口減少社会における対応施策 

・子育てポータルサイトやコンシェルジュ等の整備により情報発信の充実を図りました。 

・大学との包括支援協定により、学生と自治振興会との連携など、地域の課題を若い力と共

に解決するための支援を実施しました。 

５ 歳入の確保  

甲賀市の魅力を発信する取組として、シティセールス事業を推進し、ふるさと納税の推進

において、ポータルサイトの拡大や甲賀市ならではの返礼品の充実、ＮＨＫ連続テレビ小説

「スカーレット」の放映に関連した観光イベント等を中心とした啓発活動を行った結果、寄

附金額が大幅に増加しました。 

６ 公営企業等の健全化 

・病院改革プランに基づく経営健全化を図りましたが、入院患者数の目標値には達しません

でした。 

・第２次水道ビジョンの策定を行いました。 

・下水道事業を公営企業会計へ移行しました。 

７ 公共施設マネジメント（中核拠点施設整備等） 

中長期の財政負担を見極めたうえで、合併特例事業債を有効活用し、公共施設等総合管理

計画に基づく施設の複合化に取り組みました。（各地域の地域市民センター周辺施設の集約

等 土山地域・甲南地域・信楽地域） 

中山間地域（土山町鮎河、山内）の振興を図るとともに、空き公共施設の利活用や施設の

最適化のモデルケースとして、廃校施設の民間活用や廃止された保育園を改修した複合施

設の整備検討を進めました。 
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８ 効率・効果的な予算の編成と執行 

予算編成手法においては部局長のリーダーシップのもと、事業の見直し、合理化をはじ

め、スクラップ・アンド・ビルドといった創意工夫によるメリハリの効いた部局マネジメン

トを大きく推進するため「枠配分経費」を拡大し、部局内予算について規律ある財政マネジ

メントを行い、事業の峻別を断行しました。 

９ 人材育成と組織力の向上 

・組織風土改革に向け、コンプライアンスに関する職員意識調査や研修を行いました。 

・働き方改革推進プロジェクトチームによる検討・提案を行いました。 

・職員のストレスチェックの実施によるメンタルヘルスケアを行ったほか、相談機会の拡充

のため外部カウンセリング窓口を整備しました。 

10 電子化等による行政サービスの利便性の向上 

・おうみ自治体クラウド協議会に加入し、基幹系システムを更新し、情報系システムについ

ても、クラウド技術の活用を行いながら更新しました。 

・ＩＣＴ教育の環境整備として、小中学校に電子黒板やタブレットを整備、また一部の保育

園において保護者に子どもの様子を伝える連絡機能など、民間手法の導入による充実を

図りました。 

・公共施設のネット予約システムの構築や会議録作成支援システム等のＲＰＡを導入しま

した。 

 

（２）本市を取り巻く状況及びやり残したこと （◎＝やり残したこと） 

１ 人口減少社会の到来と少子高齢化のさらなる進展 

・人口減少や少子高齢化は、市民税収入の減少や社会保障経費の増大につながります。 

 

２ 多様化・複雑化する行政需要 

・専門的な知識や技術が不足しています。 

・行政単独では、質の高い行政サービスの提供が難しくなります。 

◎民間の資金や活力を導入した新たな公民連携の検証ができていません。 

３ 厳しい財政状況の見通し 

・現状の公共サービスを維持するためには、平成３１年の試算では、単年度で２４～３４億

の財源不足が見通されています。人口規模や財源の規模に応じた行政のスリム化と財源の

確保が求められます。 

◎公営企業会計や第３セクターの経営分析による経営基盤の強化が不十分です。 

４ 公共施設等の老朽化と必要財源の不足 

・市の公共施設は、築３０年以上のものが全体の５０％を占めます。また保有数は、同規模

の自治体の１．４倍です。 

◎施設使用料の見直しができていません。 

◎文化スポーツ施設の効率的な管理体制の見直しができていません。 

５ 市組織・職員の状況と働き方改革 

・職員数の適正化を図ってきましたが、権限移譲等により業務量は増大しています。 

・体制と業務の不断の見直しにより最適化が求められます。 
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６ ＩＣＴ・ＡＩ等の先端技術の発展 

・先端技術の急速な発展により、行政のデジタル化によるサービスの質の向上と効率化が求

められます。 

７ 新型コロナウイルス感染症による影響 

・人々の物の考え方や価値観に変化が生じました。 

・対面によらない行政サービスの環境整備が求められます。 

８ 国、県の動向 

・行政のデジタル化の加速、民間活力のさらなる活用、広域自治による地域課題対応等が検

討されています。 

 

（３）引き続き取り組むべき課題等 

１ 多様な主体による行政課題解決 

市民ニーズが多様化・複雑化する状況において、多様な主体による地域経営や地域課題解

決のための仕組みの構築、公民連携手法の活用、他市町や県域を超えた連携を進める必要が

ります。 

２ 市民との情報共有 

 市民や地域、民間の主体的な課題解決には、市のタイムリーな情報提供や地域における課

題の情報共有が必要です。 

３ 財政基盤の強化 

現に到来しつつある人口減少社会を見据え、持続的で健全な行政経営を行うため、規律あ

る財政マネジメントと長期的な視点に立った施設マネジメントを継続するとともに、新たな

財源の確保、公営企業会計及び第３セクターの健全経営に注力する必要があります。 

４ 公共施設の適正管理と最適化 

公共施設の運営においては指定管理者制度の導入や適正な運営を進めるとともに、施設運

営に対する評価制度の導入、第三者の視点による評価を加えた仕組みを構築する必要があり

ます。また、市内に複数存在する文化ホールや公民館、スポーツ施設、図書館などの在り方

を議論し、市民との対話を通し施設の集約化や複合化など、人口規模や財源に見合う最適化

を進める必要があります。 

公共財産の有効活用について、個々の土地の課題整理および公共利用や処分を含めた民間

活用等の検討を行い、利活用方針を定める必要があります。 

５ 受益者負担の適正化 

使用料や手数料の適正化については、合併以降見直しが図られないままであり、見直しが

進まない要因を検証し、見直しに向けた基本的考え方を早期に広く示す必要があります。 

また、減免制度についても、その趣旨と必要性を検証し、施設の有効活用と利用者の公平

性が確保できるようにする必要があります。 

６ 事務事業の抜本的な見直し（ビルド・アンド・スクラップ） 

事務事業の見直しが一定成熟すると、事業のスクラップが進みにくい状況に陥りやすくな

ります。社会の変化に迅速に対応するためには、業務手順の統一やＢＰＲ（ビジネスプロセ

ス・リエンジニアリング）手法を活用した業務分析により、事業の抜本的な見直しに対応で

きる仕組が必要です。 
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７ 

 

職員の能力向上 

職員の大量退職、大量採用により組織の新陳代謝が急速に進む中で、多様化・複雑化する

市民ニーズに対応していくためには、職員一人ひとりが業務遂行にかかる意識や必要な能力

を向上させることとともに、専門分野の人材の参画が必要です。 

「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」のさらなる推進に向けて、働き方改革

の具体プランやロードマップの作成を一層進めていく必要がある。 

８ 行政のデジタル化 

事務事業の効率化については、窓口業務や人事事務等の一部でアウトソーシングを導入す

るなど、一定程度、業務の効率化が図られたが、行政事務の効率化をさらに進めていくため

には、ＡＩやＲＰＡなどの先端技術の導入による効果を検証していく必要がある。 

 

（４）解決すべき課題 

１ 地域コミュニティの衰退 

・民間等の社会貢献とビジネスとの融合を図り、多様な主体の活動やノウハウが公共的課題

解決に活かされる仕組みが必要です。 

・市民への積極的な情報提供と情報の共有により、市民の主体的な行動を促し、支援する仕

組みが必要です。 

２ 財政基盤の弱体化 

・社会情勢の変化に迅速に対応できる仕組と財源や人的余力が必要です。 

・公共資産の適正な管理の仕組を整え、施設の集約化等により管理経費を抑制する必要があ

ります。 

・公共施設の効果的な活用と合わせ、使用料等の見直しや受益者負担の適正化を図る必要が

あります。 

３ 社会の変化と行政サービスとの乖離 

・市が目指す市民像、目標像の実現のために、事務事業の見直しによって生み出した財源を、

戦略的に配分する仕組が必要です。 

・ＩＣＴやＡＩなど将来を見据えた新しい技術の導入により業務効率を上げ、資金や人的余

力を生み出す必要があります。 

・組織横断的に職員の様々なアイデアが創出され、実行に移されていく風土づくりと仕組づ

くりが必要です。 
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図表 1. 本市における行政改革のこれまでの評価と今後の課題 

 

地域コミュニティの衰退

財政基盤の弱体化

社会の変化と
行政サービスとの乖離

（１）これまでの主な取
組の評価

（２）市を取り巻く状況と
やり残したこと=◎

（３）引き続き取組む
べき課題

（４）解決すべき課題

５．歳入の確保
・シティセールス等によ
り寄付金が増加しました。
・新たな工業団地の造成

１０．電子化等による行政

サービスの利便性の向上

クラウド技術の導入に
より情報システムの強化
を図りました。ICTを活
用した環境整備やRPAに
よる事務を導入しました。

８．効率・効果的な予算の編

成と執行
事務事業評価と予算や

決算とを連動させて検証
し、事業の優先順位を明
確にしました。

９．人材育成と組織力の向上

組織風土改革に向け、
職員意識調査や研修を行
いました。

１．市民参加と協働の推進
市民団体との協働事業

や地域との連携による地
域課題解決に取り組みま
した。

７．公共施設等のマネジメント

公共施設等の適正管理
の検討を実施し、最適化
に向けた実施計画を策定
しました。

３．財政基盤の強化

・収入に見合った支出の
堅持と新たな財源確保が
必要です。
・第３セクターのモニタ
リングが必要です。

４．公共施設の適正管理と
最適化

市民との対話により、
公共資産の適正な管理や
人口規模・財源に応じた
最適化を進める必要があ
ります。

５．受益者負担の適正化

施設使用料等の受益者
負担の適正化が必要です。

６．職員の能力向上

・職員のチャレンジ意識
と能力の向上が必要です。
・専門分野の人材の参画
が求められます。
・「働き方改革」を行動
に移す必要があります。

８．行政のデジタル化

先端技術の積極的な導
入により、行政手続きの
更なる効率化や市民の利
便性の向上を図る必要が
あります。

１．多様な主体による行政
課題解決

多様な主体との連携に
よる行政課題解決が求め
られます。

・社会情勢の変化に迅速に対
応できる仕組と財源や人的余
力が必要です。

・公共資産の適正な管理の仕
組を整え、施設の集約化等に
より管理経費を抑制する必要
があります。

・公共施設の効果的な活用と
合わせ、使用料等の見直しや
受益者負担の適正化を図る必
要があります。

・市が目指す市民像、目標像
の実現のために、既成概念の
脱却と事務事業の見直しに
よって生み出した財源を、戦
略的に配分する仕組が必要で
す。

・組織横断的に職員の様々な
アイデアが創出され、実行に
移されていく風土づくりと仕
組づくりが必要です。

・ＩＣＴやＡＩなど将来を見
据えた新しい技術の導入によ
り業務効率を上げ、資金や人
的余力を生み出す必要があり
ます。

・民間等の社会貢献とビジネ
スとの融合を図り、多様な主
体の活動やノウハウが公共的
課題解決に活かされる仕組み
が必要です。

・市民への積極的な情報提供
と情報の共有により、市民の
主体的な行動を促し、支援す
る仕組みが必要です。

２．市民との情報共有

市の情報の共有や市民
等による情報の活用が求
められます。

７．事務事業の抜本的な見
直し

ビルド・アンド・スク
ラップにより、市が目指
す姿を実現するための事
務事業の抜本的な見直し
を図る必要があります。

６．公営企業等の健全化
公営企業等の経営健全

化に取り組みました。

３．組織的なリスクマネジメン

ト
積極的な防災出前講座

や支援により、自主防災
組織の設置率が向上し、
防災士登録者数も増加し
ました。

１．
人口減少社会の到来・少子高齢
化の更なる進展
・社会保障経費が増大します。
・市民税の増収は期待できませ
ん。
・担い手の不足が生じます。

３．
厳しい財政状況の見通し
・現在の公共サービスを維持す
るには、単年度で２４億～３４
億の不足が見込まれます。
◎公営企業会計や第３セクター
の経営分析による経営基盤の強
化が不十分です。

４．
公共施設等の老朽化と必要財源
の不足
・市の公共施設は、築３０年以
上のものが全体の５０％を占め
ます。また保有数は、同規模の
市の１．４倍です。
◎施設使用料の見直しができて
いません。
◎文化スポーツ施設の効率的な
管理体制の見直しができていま
せん。

２．
多様化・複雑化する行政需要
・専門的な知識や技術が不足し
ています。
・行政単独では、質の高い行政
サービスの提供が難しくなりま
す。
◎民間の資金や活力を導入した
新たな公民連携の検証ができて
いません。

５．
市組織の状況と働き方改革
・職員数の適正化を図ってきま
したが、権限移譲等により業務
量は増大しています。
・体制と業務の不断の見直しに
より最適化が求められます。

６．
ＩＣＴやＡＩなどの先端技術の発展
・先端技術の急速な発展により、
行政のデジタル化によるサービ
スの質の向上と効率化が求めら
れます。

７．
新型コロナウイルス感染症の影響
・人々の物の考え方や価値観
に変化が生じました。
・対面によらない行政サービ
スの環境整備が求められます。

８．
国・県の動向等
・行政のデジタル化の加速、民
間活力のさらなる活用、広域自
治による地域課題対応等が検討
されています。

４．人口減少社会における対

応施策
子育て環境の整備や情

報発信の充実を図りまし
た。

２．民間活力の導入
定型的な業務のアウト

ソーシングにより、職員
が中核業務に専念する体
制を推進しました。
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２．基本的な方針への提言 

（１） 課題に対する推進事項 

推進事項においては、実施すれば行財政運営に直接的に効果が表れるものから優先し、確実

に実施できるよう特に注力してください。【⇒重点項目★】 

中長期的な視点で取り組むべき項目についても、短期的な展開を想定し進捗管理を行いなが

ら推進してください。 

 

                              

 

①ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ：公民連携）手法の導入促進★ 

公民連携については、これまで外部委託化等が進んでいなかった公共サービスも、先端技術の活

用等により、民間事業者が経済的価値を創造できる分野の拡大が期待できることから、積極的に市

場調査を行い導入効果が期待される場合、導入に向けた取組を進めること。また、全国の自治体に

おける様々な公民連携手法を研究し、甲賀市に適した手法の活用を進めていくため「公民連携推進

ガイドライン」等の策定によりその内容を共有すること。 

 

②市民が主役のまちづくり 

 市民がまちづくりの主体であることを今一度市民、行政とも自覚し、地域の課題と解決方法をそ

れぞれが考え、行動を起こしこれからの社会に必要なものを共に創りあげる、「共創」のまちづくり

の仕組みを構築すること。そのためにも、これまで以上に効果的で分かりやすい情報の発信と、市

民の声、地域の実態や現場の情報を収集し、ＳＤＧｓの理念に基づく「誰一人として取り残さない」

社会を目指すこと。 

 

③地域共生社会の構築 

 超高齢化社会を踏まえ、「支え手」と「受け手」の関係を超えて、ＮＰＯや地域住民、民間等多様

な主体が参入し、地域で支え合う仕組みを検討すること。 

 

④移住・定住の促進 

 古い歴史と豊かな環境に恵まれたこの地域の魅力を発信し、子育てや教育、仕事、生活などにお

いて市民が住みやすさを実感し、人々の営みが地域に愛着や誇り生み出す仕組みを創出すること。 

 

⑤説明責任と透明性の向上 

行政課題の政策形成プロセスを明らかにし、行政課題と根拠に基づく施策の推進に努めること。 

オープンデータカタログの充実を図り防災マップをはじめ、都市計画図、各種健診、など市民生

活にかかわりの深い情報の公開に努め、誰でも自由に利用できる環境を提供すること。加えて、市

民と相互にコミュニケーションをとれる手法の充実を図ること。 

 

⑥新たな連携の推進 

単独で実施するより、湖南市はじめ、伊賀市、亀山市等の県域を越えた周辺市との共同実施によ

り効率化が図れる事業は、新たな取組を検討すること。また、企業や研究機関、ＮＰＯや市民団体

とのマッチング、更には海外の友好都市との連携を活かし、新たな価値を創出する仕組みを検討す

ること。 

 Ⅰ 市民、地域、民間との共創による行政経営 （地域共生社会の実現） 
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⑦健全な財政運営の推進 

新型コロナウイルス感染症の影響を勘案し早期に「次期甲賀市中長期財政計画」を策定し、今後、

厳しい財政状況が見込まれる中にあっても、中長期的な財政見通しのもと、目標達成に向けた取組

を通じて各種財政指標を遵守することにより、財政規律の確保を図り、健全な財政運営の維持に努

める必要がある。また、第３セクターの経営状況の悪化は、市の財政の大きな影響を与える懸念が

あることから、経営状況を監視し経営の健全化に注視し必要な指導を行うこと。 

 

⑧新たな財源確保  

行財政については、縮充の視点だけでなく、自律した行財政運営のための新たな財源確保策も必

要とする。各分野における主体的な財源確保策と併せて、プロジェクトチーム方式等の活用により

組織横断的に、他市町・企業等の事例を調査・研究し、効果的かつ実現可能な取組の導入を検討す

ること。 

 

⑨公共施設等総合管理計画に基づく施設マネジメント ★ 

公共施設等（インフラ資産を含む。）の老朽化の状況や、今後の人口や財政状況等の見通しについ

て把握・分析を行い公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うこと。また、計画の改訂にあたっ

ては、固定資産台帳等の公会計データの反映を検討するとともに、長期的な視点で公共施設等の再

整備方針等の作成に向けた調査研究を始めることが必要である。 

市有建築物については、保全管理にかかる情報の一元管理を行うとともに、計画的な点検・劣化

度調査や保全計画に基づく長寿命化等により、維持管理費等の縮減と平準化を図る必要がある。さ

らに、新たな管理手法の導入に向けた調査・研究を進めること。 

 

⑩公共施設の運営の効率化  

市内の公共施設について、管理運営の効率化やサービスの向上の観点から新規施設設置時に指定

管理者制度の導入を検討すること。また、指定管理者制度導入済みの施設は、ガイドライン等に基

づき評価を行うとともに、指定管理者が安定的かつ継続的に事業を行えるか経営状態の確認を行う

必要がある。さらに、民間の利用促進やサービスの導入に向けた規制緩和について検証し、市民の

利便性の向上につながる施策を検討すること。 

 

⑪市有未利用地の活用・処分 

市が所有する空閑地や公共施設跡地等の利活用について、個々の土地の課題整理及び公共利用や

処分を含めた民間活用等の検討を行い、利活用方針を定める必要がある。 

 

⑫使用料等の適正化と公平性の確保 

使用料および手数料等については、受益者負担の原則に基づく見直しを図り、使用料等の根拠を

明らかにすること。減免制度についてもその趣旨と必要性を検証し、施設の有効活用と利用者の公

平性が確保をできるようにすること。また、社会経済情勢を鑑み概ね３～５年の間隔で全庁的な見

直しを実施するとともに、制度改正等に伴い見直しが必要な使用料等については適宜、適正な料金

に見直しを行うこと。 

 Ⅱ 社会情勢の変化に対応できる自立的な行政経営（財政基盤の強化） 
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⑬事務事業のビルド・アンド・スクラップ 

「スクラップ・アンド・ビルド」は壊してから作るが、「ビルド・アンド・スクラップ」は、最初

にやりたいこと、やるべきことを決めて、そのために必要な資源を確保するために不要なものを廃

止するという考え方である 

限られた財源において、総合計画の実現に向け最大の効果を上げるためには、最優先業務を決定

すること。既存事業においては、ＢＰＲ（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）手法により、

業務プロセスを展開・分析し、抜本的な見直しにより効果の最大化を追求すること。 

先端技術の活用を含めた業務プロセスの再構築による業務の効率化を進めること。また、事務事

業評価による業務改善を継続し、職員提案も含めボトムアップ型の改善意識の醸成を図るとともに、

提案内容の実現性を高める取り組みを研究すること。 

 

⑭デジタル化による行政サービス向上（行政運営の効率化）★ 

ＩＣＴ・ＡＩ・ＲＰＡなどの先端技術の効果等を検証し、事務改善など効果が見込める業務には、

積極的に先端技術を活用し業務効率を上げること。 

マイナンバーカードの有効活用や公文書の電子管理についても対応すること。また、地域情報基

盤（光ファイバー）の利用促進や広域連携の手法を検討し、コスト削減に努めること。 

 

⑮人材育成の推進と職員の適正配置 

人材育成基本方針に掲げる「目指す職員像」の実現とともに、全職員共通の役割を示し、それを

果たすための実践項目としてコンピテンシーモデルを設定するなど、全職員が目指す方向性を共有

できる仕組みを検討すること。また、人事評価制度に基づいた業績評価による業務マネジメントと

行動評価による組織マネジメントを通じて、組織目標への貢献と職員の成長を促し組織力の向上を

図ること。 

 

⑯職員の意識改革と働き方改革 

働き方改革プロジェクトチームによる提案をはじめ、人材育成基本方針に掲げる方策を推進し、

職員の意識改革やテレワークの普及、フレックスタイム制、フリーアドレスオフィス等の導入など

多様で柔軟な働き方の実現を推進すること。 

また、引き続き時間外勤務の縮減を図ることや休暇制度の利用促進等と併せて、メンタルヘルス

や運動の習慣づけなど、職員の健康づくりに努めることが必要である。 

 

⑰プロジェクトチーム方式の活用 

多様化・複雑化する行政課題に対応するため、縦割の弊害をなくし職員が複数部局から横断的に

参加するプロジェクトチームを設置し、参加する職員の知識や経験を活かした政策立案を積極的に

採用すること。 

 

 

 

 

 Ⅲ 未来を見据えた創造的行政経営（行政サービスの質の向上） 
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３．改革の着実な進捗 

行政経営改革において取り組んでいくべき内容について提言しましたが、改革の実効性を担保す

るため、行政は個々の推進事項について、具体的な実施や取組の期間を定めた上で進めていくこと

が必要です。提言の内容を整理してみると、引き続き取り組むべき課題は多岐にわたりますが、当

面できることは限られていますので、優先的に取り組むべき重点項目に注力し、計画の４年間で集

中的に実行してください。 

 進捗管理においては、取組の効果につながる指標を明らかにすべきですが、総合計画を推進する

ための施策横断的な視点での指標設定に努め、総合計画と一体的な管理差別化を図ってください。   

また、定められた取組の進捗状況については、当委員会において点検、検証を行っていくべきで

あると考えます。 

今後、本提言を活用し、早期に実効性のある改革が行われることを期待します。 
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